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回次
第75期

第２四半期
連結累計期間

第76期
第２四半期

連結累計期間
第75期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 22,994 19,895 42,722

経常利益 （百万円） 2,408 218 2,717

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,563 563 2,856

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,003 1,377 2,578

純資産額 （百万円） 47,308 44,875 47,107

総資産額 （百万円） 70,866 67,983 67,659

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 77.37 17.02 86.46

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 77.23 17.00 86.24

自己資本比率 （％） 66.6 66.0 69.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,559 703 3,471

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 4,214 1,102 508

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △3,379 △2,734 △2,572

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 20,110 18,206 18,535

回次
第75期

第２四半期
連結会計期間

第76期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 42.28 23.10

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が収束しつつあり、経済活

動の正常化が一層進みました。一方、海外に目を向けると、ウクライナ情勢の長期化等によるエネルギー費や原材

料価格の高止まり、世界的な金融引き締め、さらに中国経済の低迷など、依然として先行きが不透明な状態で推移

しました。

このような状況のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の当第２四半期連結累計期間の

業績は、産業用構造材料の売上高が増加したものの、主力事業分野である電子材料において、中国市場での需要減

少が大きく影響し、売上高が減少したことから、売上高は198億95百万円（前年同四半期比13.5％減）となりまし

た。利益面につきましては、売上高減少の影響に加え、エネルギー費や原材料価格の高騰を受けて、営業利益は１

億69百万円（前年同四半期比90.9％減）、経常利益は２億18百万円（前年同四半期比90.9％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は５億63百万円（前年同四半期比78.0％減）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ａ．電子材料分野

電子材料分野では、フレキシブルプリント配線板材料（受注高18.2％減、生産高26.3％減、前年同四半期比較、

提出会社単体ベース）、及びプリント配線板用ガラスクロスの販売が減少したこと等により、売上高は117億25百

万円（前年同四半期比23.8％減）となりました。セグメント利益は売上高の減少に加え、エネルギー費や原材料価

格の高騰の影響を受けて２億９百万円のセグメント損失（前年同四半期は13億60百万円のセグメント利益）となり

ました。

ｂ．産業用構造材料分野

産業用構造材料分野では、水処理用FRP製圧力容器、及び航空機用ハニカムパネルの販売が増加したこと等によ

り、売上高は51億１百万円（前年同四半期比27.2％増）となりました。セグメント利益は、５億71百万円（前年同

四半期比3.9％減）となりました。

ｃ．電気絶縁材料分野

電気絶縁材料分野では、インフラ関連向けの販売が減少したこと等により、売上高は12億32百万円（前年同四半

期比1.7％減）となりました。セグメント利益は、１億13百万円（前年同四半期比116.3％増）となりました。

ｄ．ディスプレイ材料分野

ディスプレイ材料分野では、３Ｄ関連材料、及び偏光利用部材の販売が減少したこと等により、売上高は16億77

百万円（前年同四半期比23.1％減）となりました。セグメント利益は、４億20百万円（前年同四半期比26.8％減）

となりました。

ｅ．その他（その他の事業分野）

その他分野では、売上高は１億57百万円（前年同四半期比2.9％減）、セグメント利益は99百万円（前年同四半

期比9.9％増）となりました。
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②財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて３億23百万円増加し、679億83百万円とな

りました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が19億66百万円、有形固定資産が８億99百万円それぞれ増

加し、現金及び預金が17億49百万円、商品及び製品が５億83百万円、投資有価証券が５億37百万円それぞれ減少し

たこと等によるものであります。負債は、前連結会計年度末に比べて25億56百万円増加し、231億８百万円となり

ました。これは主に、支払手形及び買掛金が10億31百万円、長期借入金が11億71百万円それぞれ増加したこと等に

よるものであります。純資産は、前連結会計年度末に比べて22億32百万円減少し、448億75百万円となりました。

これは主に、為替換算調整勘定が９億69百万円増加し、利益剰余金が30億88百万円減少したこと等によるものであ

ります。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第２四半期連結会計期

間末に比べ19億４百万円（前年同四半期比9.5％減）減少して182億６百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は７億３百万円（前年同四半期比54.9％減）となりました。これは主に、税金等調

整前四半期純利益８億55百万円の計上、減価償却費11億４百万円、仕入債務の増加額８億90百万円による資金の増

加と、売上債権の増加額15億38百万円、有価証券及び投資有価証券売却益６億56百万円による資金の減少でありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は11億２百万円（前年同四半期比73.9％減）となりました。これは主に、定期預金

の払戻による収入16億53百万円の資金獲得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は27億34百万円（前年同四半期比19.1％減）となりました。これは主に、配当金の

支払額29億74百万円の資金使用によるものであります。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は９億87百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 33,550,424 33,550,424
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 33,550,424 33,550,424 － －

②【発行済株式】

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2023年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

２．2023年６月29日付の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として、2023年７月28日付で自己株式41,477株

を処分しております。

３．提出日現在の発行済株式のうち105,967株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資

（金銭報酬債権　108,995千円）によるものであります。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月1日～

2023年９月30日

（注）

2,500 33,550,424 1,362 7,853,189 1,362 6,965,180

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１番３号 3,815,800 11.48

INTERTRUST TRUSTEES（CAYMAN）

LIMITED SOLEL Y IN ITS 

CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN-

UP

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

ONE NEXUS WAY, CAMANA BAY GRAND CAYMAN 

KY1-9005, CAYMAN ISLANDS

（東京都港区港南２丁目１５－１　品川イ

ンターシティＡ棟）

3,191,400 9.60

三菱瓦斯化学株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目５番２号 1,472,166 4.43

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 1,079,700 3.25

株式会社第四北越銀行

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

新潟県新潟市中央区東堀前通7番町１０７１

番地１

（東京都港区浜松町２丁目１１番３号）

743,903 2.23

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（退職給付信託口・三菱電

機株式会社口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 530,536 1.59

有限会社有沢建興 新潟県上越市西城町３丁目１１－４４ 504,338 1.51

有澤　三治 東京都新宿区 451,069 1.35

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラ

スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

（東京都港区浜松町２丁目１１番３号）
388,822 1.17

森　洋子 東京都世田谷区 378,180 1.13

計 － 12,555,914 37.79

（５）【大株主の状況】

　（注）１．当社は、自己株式を330,907株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示

しております。なお、発行済株式の総数から除く自己株式には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が所

有する当社株式82,700株は含まれておりません。

３．三菱瓦斯化学株式会社の所有株式数には、三菱瓦斯化学株式会社が退職給付信託の信託財産として拠出して

いる株式966,306株を含んでおります（株主名簿上の名義は「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退

職給付信託口・三菱瓦斯化学株式会社口）」であります）。

４．2018年12月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ブラックロック・ジ

ャパン株式会社及びその共同保有者が2018年12月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されている

ものの、当社として2023年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状

況には含めておりません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　ブラックロック・ジャパン株式会社他共同保有者１名

住所　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目８番３号

保有株式等の数　1,259,700株

株券等保有割合　3.48％

５．2018年12月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友アセットマ

ネジメント株式会社が2018年12月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して2023年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　三井住友アセットマネジメント株式会社
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住所　　　　　　東京都港区愛宕二丁目５番１号

保有株式等の数　1,090,300株

株券等保有割合　3.01％

６．2020年10月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、日本バリュー・イン

ベスターズ株式会社が2020年９月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社と

して2023年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　日本バリュー・インベスターズ株式会社

住所　　　　　　東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

保有株式等の数　1,421,500株

株券等保有割合　3.91％

７．2023年10月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、株式会社ストラテジ

ックキャピタルが2023年９月27日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2023年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりま

せん。なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者　　　株式会社ストラテジックキャピタル

住所　　　　　　東京都渋谷区東三丁目14番15号

保有株式等の数　3,527,500株

株券等保有割合　10.51％
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2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 330,900 － －

完全議決権株式（その他）（注）１、２ 普通株式 33,121,100 331,211 －

単元未満株式　　　　　　　　（注）３ 普通株式 98,424 － －

発行済株式総数 33,550,424 － －

総株主の議決権 － 331,211 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が所有する当社株式82,700株

が含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同信託口名義の完全議決権株式に係る議決権の数が

827個含まれております。

３．「単元未満株式」の欄には、自己保有株式が７株含まれております。

2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社有沢製作所
新潟県上越市南本町一

丁目５番５号
330,900 － 330,900 0.98

計 － 330,900 － 330,900 0.98

②【自己株式等】

（注）　従業員向け株式交付信託に係る信託口が所有する株式82,700株は、上記自己名義所有株式数に含まれておりま

せん。

２【役員の状況】

  該当事項はありません。

- 7 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,545,580 18,796,244

受取手形、売掛金及び契約資産 13,182,106 ※ 15,149,073

商品及び製品 5,525,035 4,941,657

仕掛品 2,373,079 2,509,608

原材料及び貯蔵品 4,263,762 4,951,128

その他 1,541,170 933,546

貸倒引当金 △10,786 △45,788

流動資産合計 47,419,946 47,235,470

固定資産

有形固定資産 16,446,181 17,345,882

無形固定資産 244,197 227,823

投資その他の資産

投資有価証券 2,545,474 2,007,765

その他 1,049,896 1,212,196

貸倒引当金 △45,969 △45,617

投資その他の資産合計 3,549,401 3,174,344

固定資産合計 20,239,780 20,748,050

資産合計 67,659,726 67,983,520

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,213,263 ※ 6,244,757

１年内償還予定の社債 16,800 19,200

短期借入金 5,056,253 5,223,031

１年内返済予定の長期借入金 1,843,441 1,297,329

未払法人税等 658,615 635,224

製品保証引当金 42,184 38,409

賞与引当金 526,795 504,179

役員賞与引当金 2,162 1,400

その他 2,917,188 ※ 3,849,302

流動負債合計 16,276,705 17,812,834

固定負債

長期借入金 2,723,471 3,894,965

株式給付引当金 50,449 57,428

退職給付に係る負債 700,883 635,970

資産除去債務 97,119 100,282

その他 703,383 606,826

固定負債合計 4,275,306 5,295,474

負債合計 20,552,012 23,108,308

純資産の部

株主資本

資本金 7,847,873 7,853,189

資本剰余金 3,198,618 3,203,933

利益剰余金 34,293,471 31,205,178

自己株式 △512,975 △460,982

株主資本合計 44,826,987 41,801,318

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 466,417 282,699

繰延ヘッジ損益 △13,657 －

為替換算調整勘定 1,904,093 2,873,695

退職給付に係る調整累計額 △127,370 △112,723

その他の包括利益累計額合計 2,229,483 3,043,671

新株予約権 51,243 30,221

純資産合計 47,107,714 44,875,211

負債純資産合計 67,659,726 67,983,520
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

売上高 22,994,013 19,895,480

売上原価 18,292,178 16,998,186

売上総利益 4,701,835 2,897,293

販売費及び一般管理費 ※ 2,840,016 ※ 2,727,479

営業利益 1,861,818 169,814

営業外収益

受取利息 76,093 53,404

受取配当金 40,147 19,635

為替差益 425,868 80,385

その他 164,122 76,025

営業外収益合計 706,232 229,451

営業外費用

支払利息 65,189 92,406

持分法による投資損失 － 43,023

その他 94,016 45,432

営業外費用合計 159,205 180,862

経常利益 2,408,845 218,403

特別利益

固定資産売却益 461 781

投資有価証券売却益 1,305,241 656,042

その他 40,870 19,454

特別利益合計 1,346,572 676,277

特別損失

固定資産除却損 5,407 33,003

減損損失 11,813 6,557

その他 55,867 －

特別損失合計 73,087 39,560

税金等調整前四半期純利益 3,682,330 855,120

法人税等 1,116,339 291,676

四半期純利益 2,565,990 563,444

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,465 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,563,524 563,444

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

四半期純利益 2,565,990 563,444

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △819,279 △183,718

繰延ヘッジ損益 △10,706 13,657

為替換算調整勘定 1,240,050 978,884

退職給付に係る調整額 2,885 14,646

持分法適用会社に対する持分相当額 24,170 △9,282

その他の包括利益合計 437,120 814,187

四半期包括利益 3,003,110 1,377,632

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,022,253 1,377,632

非支配株主に係る四半期包括利益 △19,142 －

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,682,330 855,120

減価償却費 1,097,498 1,104,523

株式報酬費用 18,577 21,999

新株予約権戻入益 △40,870 △19,454

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,523 34,184

賞与引当金の増減額（△は減少） 232,003 △22,616

製品保証引当金の増減額（△は減少） △44,999 △6,855

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3,095 △762

株式給付引当金の増減額（△は減少） △41,035 11,071

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △25,681 △43,837

投資有価証券償還損益（△は益） △40,063 －

受取利息及び受取配当金 △116,241 △73,039

助成金収入 △9,652 △29,410

支払利息 65,189 92,406

為替差損益（△は益） △251,516 △151,210

持分法による投資損益（△は益） △29,194 43,023

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △1,249,374 △656,042

固定資産売却損益（△は益） △461 △781

有形固定資産除却損 213 1,682

減損損失 11,813 6,557

ゴルフ会員権評価損 － 175

売上債権の増減額（△は増加） △197,010 △1,538,621

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,813,237 90,251

仕入債務の増減額（△は減少） 1,465,803 890,233

未払消費税等の増減額（△は減少） △276,064 276,640

その他の資産の増減額（△は増加） △155,290 222,760

その他の負債の増減額（△は減少） 106,252 △86,227

小計 2,391,417 1,021,773

利息及び配当金の受取額 176,560 99,527

利息の支払額 △61,841 △90,679

助成金の受取額 9,652 29,410

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △955,899 △356,390

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,559,889 703,642

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △362,025 △200,000

定期預金の払戻による収入 132,390 1,653,392

有形固定資産の取得による支出 △1,954,579 △1,383,741

有形固定資産の売却による収入 461 1,068

無形固定資産の取得による支出 △21,236 △23,172

投資有価証券の取得による支出 △332,491 －

投資有価証券の売却による収入 6,780,340 824,135

関係会社株式の売却による収入 － 210,317

貸付けによる支出 △20,097 －

貸付金の回収による収入 4,305 23,810

投資その他の資産の増減額（△は増加） △12,629 △3,787

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,214,436 1,102,021

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △903,394 16,776

長期借入れによる収入 2,587,765 2,141,828

長期借入金の返済による支出 △1,305,248 △1,857,761

リース債務の返済による支出 △57,691 △62,060

社債の償還による支出 △18,400 △8,400

長期未払金の返済による支出 △4,709 －

株式の発行による収入 125,888 9,063

自己株式の取得による支出 △749,709 △239

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△45,813 －

配当金の支払額 △2,998,210 △2,974,133

非支配株主への配当金の支払額 △9,589 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,379,111 △2,734,927

現金及び現金同等物に係る換算差額 822,104 599,653

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,217,319 △329,609

現金及び現金同等物の期首残高 16,893,109 18,535,854

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 20,110,428 ※ 18,206,244

- 14 -



【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

受取手形、売掛金及び契約資産 －千円 37,571千円

支払手形及び買掛金 － 44,067

流動負債その他（営業外支払手形、営

業外電子記録債務）

－ 14,430

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権、電子記録債務の会計処理については、手形交換日または

決済日をもって決済処理をしております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次

の四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権、電子記録債務が四半期連結会計期間末日残高に含まれて

おります。

　前第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

　　至  2022年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

給与手当及び賞与 855,435千円 835,482千円

賞与引当金繰入額 175,655 111,626

役員賞与引当金繰入額 1,407 1,400

退職給付費用 32,908 36,352

貸倒引当金繰入額 6,332 33,716

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

現金及び預金勘定 20,819,010千円 18,796,244千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △752,025 △590,000

有価証券（ＭＭＦ） 43,443 －

現金及び現金同等物 20,110,428 18,206,244

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。
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（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,006,166 90.00 2022年３月31日 2022年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 2,985,205 90.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月３日

取締役会
普通株式 664,390 20.00 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．配当金支払額

（注）配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金7,974千円が含まれ

ております。

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式624,400株の取得を行いました。この

結果、当第２四半期連結累計期間において自己株式が749,999千円増加し、当第２四半期連結会計期間末

において自己株式が1,006,307千円となっております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．配当金支払額

（注）配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金7,839千円が含まれ

ております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

（注）配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金1,654千円が含まれ

ております。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
電子材料

産業用構造材
料

電気絶縁材料
ディスプ
レイ材料

計

売上高

外部顧客への

売上高
15,384,440 4,010,805 1,254,676 2,181,406 22,831,329 162,684 22,994,013

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － 434,860 434,860

計 15,384,440 4,010,805 1,254,676 2,181,406 22,831,329 597,544 23,428,874

セグメント利益 1,360,339 595,007 52,547 574,404 2,582,299 90,346 2,672,646

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 2,582,299

「その他」の区分の利益 90,346

セグメント間取引消去 4,319

全社費用（注） △748,729

棚卸資産の調整額 △66,417

四半期連結損益計算書の営業利益 1,861,818

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、関連商品販売、物流関連及びその

他事業等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「産業用構造材料」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなった資産について、

帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減

損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては11,813千円であります。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）

合計
電子材料

産業用構造材
料

電気絶縁材料
ディスプ
レイ材料

計

売上高

外部顧客への

売上高
11,725,893 5,101,193 1,232,897 1,677,607 19,737,592 157,888 19,895,480

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

－ － － － － 448,088 448,088

計 11,725,893 5,101,193 1,232,897 1,677,607 19,737,592 605,977 20,343,569

セグメント利益

又は損失（△）
△209,966 571,906 113,641 420,641 896,222 99,319 995,541

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 896,222

「その他」の区分の利益 99,319

セグメント間取引消去 3,271

全社費用（注） △815,855

棚卸資産の調整額 △13,142

四半期連結損益計算書の営業利益 169,814

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、関連商品販売、物流関連及びその

他事業等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「産業用構造材料」セグメントにおいて、収益性が低下し投資額の回収が見込めなくなった資産について、

帳簿価額を備忘価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。なお、当該減

損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては6,557千円であります。
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報告セグメント
その他

（注）
合計

電子材料
産業用構

造材料

電気絶縁材

料

ディスプレ

イ材料
計

一時点で移転される財 15,384,440 1,858,192 1,254,676 1,259,039 19,756,348 162,684 19,919,033

一定の期間にわたり移

転される財
－ 2,152,612 － 922,367 3,074,980 － 3,074,980

顧客との契約から生じ

る収益 15,384,440 4,010,805 1,254,676 2,181,406 22,831,329 162,684 22,994,013

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 15,384,440 4,010,805 1,254,676 2,181,406 22,831,329 162,684 22,994,013

報告セグメント
その他

（注）
合計

電子材料
産業用構

造材料

電気絶縁材

料

ディスプレ

イ材料
計

一時点で移転される財 11,725,893 2,641,895 1,232,897 1,015,897 16,616,583 157,888 16,774,472

一定の期間にわたり移

転される財
－ 2,459,297 － 661,710 3,121,008 － 3,121,008

顧客との契約から生じ

る収益 11,725,893 5,101,193 1,232,897 1,677,607 19,737,592 157,888 19,895,480

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 11,725,893 5,101,193 1,232,897 1,677,607 19,737,592 157,888 19,895,480

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、関連商品販売、物流関連及びその他

事業等を含んでおります。

当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、関連商品販売、物流関連及びその他

事業等を含んでおります。
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前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益 77円37銭 17円02銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 2,563,524 563,444

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
2,563,524 563,444

普通株式の期中平均株式数（株） 33,132,891 33,104,555

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 77円23銭 17円00銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 58,877 35,529

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

（注）　株主資本において自己株式として計上されている従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式は、

１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に含めております（前第

２四半期連結累計期間88,392株、当第２四半期連結累計期間84,499株）。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　2023年８月３日開催の取締役会において、当期の中間配当に関し次のとおり決議しました。

(１）中間配当金総額　　　　　　　　　　　664,390千円

(２）１株当たりの中間配当金　　　　　　　20.00円

(３）効力発生日および支払開始日　　　　　2023年12月４日

（注）１．2023年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。

２．上記の中間配当金の総額には、従業員向け株式交付信託に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金

1,654千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年11月14日

株式会社有沢製作所

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

新潟事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐久間　佳之

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 髙橋　顕

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社有沢製

作所の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社有沢製作所及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年11月14日

【会社名】 株式会社有沢製作所
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【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。
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【縦覧に供する場所】 株式会社有沢製作所東京本社

（東京都台東区柳橋２丁目１２番５号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

【表紙】



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

  当社代表取締役社長有沢悠太は、当社の第76期第２四半期（自2023年７月１日　至2023年９月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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